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 予算額 節 予算額 節 予算額 節 予算額 

事業費   10,000 01報酬       0 11需用費       0 21貸付金       0 

財
源
内
訳 

国庫支出金       0 02給料       0 12役務費       0 22補填補償及び賠償金       0 

県支出金       0 03職員手当等       0 13委託料       0 23 償還金利子及び割引料       0 

地方債       0 04共済費       0 14使用料及び賃借料       0 24投資及び出資金       0 

その他       0 05災害補償費       0 15工事請負費       0 25積立金       0 

一般財源   10,000 06恩給及び退職年金       0 16原材料費       0 26寄付金       0 

今年度見直し内容 07賃金       0 17公有財産購入費       0 27公課費       0 

 

08報償費       0 18備品購入費       0 28繰出金       0 

09旅費       0 19 負担金補助及び交付金       0 30予備費   10,000 

10交際費       0 20扶助費       0 計   10,000 

 

事業概要 

 当初予算計上時には予期できなかった臨時的・突発的な事柄に即応するためには、補正予算案を編成し臨時市議会等において議決を経るのが原則である
が、軽微なものについてまで臨時市議会の開催等は非効率であることから、当初予算において使途を限定しない予備費を計上している。• 

事業目的  臨時的・突発的に生じた事柄に対し、予算措置の有無に関らずある程度即応できる経費を確保する。 

現状、背景 

 予備費は、議会の否決した費途に充てることができない（地方自治法 217条第 2項）と定められている。• そのため、予備費を充当した費目及び金額
は決算書に記載し、内容についても監査時に補足説明資料で明らかにしている。 

その他  



 


